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令和7年 令和8年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1.27 1.25 1.23 1.21 1.20 1.18 1.18 1.15 1.15 1.14 1.14 1.18

1.23 1.22 1.22 1.21 1.20 1.19 1.19 1.20 1.18 1.19 1.18 1.18
○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和8年4月分）

令和8年4月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、1.18倍と前月より0.04ポイント上昇。

有効求人倍率は、130ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、1.02倍と前年同月より0.05ポイント低下。

雇用失業情勢は、求人が求職を上回る状況が継続しているものの、求人の見直しなどにより求人が緩やか

に減少している。今後物価上昇・中東情勢等が雇用に与える影響に注視する必要がある。
・令和8年4月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.04ポイント上昇。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で0.7％増、前年同月比（原数値）で1.2％増。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で3.6％増、前年同月比（原数値）で6.7％減(33ヶ月連続減少）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）2.7％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）6.1％減となった。
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比0.7％増加し、有効求人数（同）は前月比3.6％増加した結果、

前月より0.04ポイント上昇し、1.18倍となった。
新規求職者数（原数値）は、前年同月比で2.7％(170人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比で1.2％（260人）増加と5ヶ月連

続の増加となっている。

新規求職者（一般フルタイム･パート）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が増減なし、離職者は5.7％（256人）増、無業者が16.9％（86

人）減となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は23.0％（280人）増となっている。
一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で6.1％（561人）減少となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で6.7％（1,716人）の減少で

33ヶ月連続減少となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中3産業で増加となった。サービス業（他に分類されないもの）で4.1％（58人）増等となる一方、

製造業で19.3％（163人）減、生活関連サービス業、娯楽業で49.5％（161人）減、建設業で10.7％（88人）減等（18産業中15産業で減少）となったことから、

全体で6.1％（561人）の減少となった。
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有効求人倍率の動き 宮 崎 全 国（倍）

Press Release

宮崎労働局発表

令和8年5月29日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 向田 俊哉
職 業 安 定 課長 東郷 ますえ
地方労働市場情報官 久保 紘一

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

７年 ８年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和7年 令和8年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

4,290 4,382 4,389 4,400 4,348 4,365 4,431 4,652 4,517 4,175 4,203 4,469

-0.9% 2.1% 0.2% 0.3% -1.2% 0.4% 1.5% 5.0% -2.9% -7.6% 0.7% 6.3%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

 

令和7年 令和8年

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

8,942 8,747 8,729 8,615 8,941 8,243 8,909 8,731 8,332 8,155 8,332 8,421

-1.7% -2.2% -0.2% -1.3% 3.8% -7.8% 8.1% -2.0% -4.6% -2.1% 2.2% 1.1%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和6年 令和7年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1,831 1,642 1,568 1,191 1,508 1,648 1,361 1,299 1,292 1,478 2,050 1,722
令和8年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

1,667 1,543 1,589 1,223 1,605 1,648 1,341 1,325 1,365 1,534 2,070 1,644

-9.0% -6.0% 1.3% 2.7% 6.4% 0.0% -1.5% 2.0% 5.7% 3.8% 1.0% -4.5%

令和6年 令和7年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

38.3% 41.8% 39.1% 34.8% 35.8% 38.2% 37.6% 44.0% 27.7% 35.8% 43.6% 27.7%
令和8年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

37.0% 36.2% 37.5% 32.6% 38.0% 38.2% 38.5% 40.1% 27.6% 36.4% 43.5% 25.8%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

次回公表予定日　令和8年6月30日（火）

就
職
件
数

対前年同月比

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

○【新規求人数】（季節調整値）は、8,421人で1.1％（89人）増加となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,469人で6.3％（266人）増加となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が137件（3.2%）減の4,201件となり、就職件数は78件（4.5%）減
の1,644件となった。就職率（対新規求職者）は、1.9ポイント低下し25.8％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.02倍となり、前年同月比で0.05ポイント低下。
R8.4月・・・正社員有効求人数 12,594人 常用フルタイム有効求職者数12,314人
R7.4月・・・ 〃 13,241人 〃 12,320人
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

　 　

　 　

21,785 20,682 － 　 21,525 1.2 

＊ 20,482 ＊ 20,342 0.7 20,188 1.5 

２ 新規求職申込件数（件） 6,384 4,757 － 6,214 2.7 

　 24,060 24,739 － 25,776 ▲6.7 

＊ 24,072 ＊ 23,238 3.6 25,748 ▲6.5 

４ 新規求人数　　 　　（人） 8,665 8,767 － 9,226 ▲6.1 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,201 4,642 4,338 ▲3.2 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,644 2,070 1,722 ▲4.5 

７ 就職率（6/2）　　　　（％） 25.8 43.5 27.7 ▲1.9 

８ 充足数  （件） 1,598 2,027 1,648 ▲3.0 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 18.4 23.1 17.9 0.5 

宮崎県  1.18 1.14 0.04 1.28

全 　国  1.18 1.18 0.00 1.25

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和６年度 3,989 4,458 4,594 5,245 4,796 4,836 4,585 4,185 4,285 4,126 3,910 3,809

令和７年度 3,882 4,223 4,788 5,561 5,387 5,516 5,220 4,726 4,754 4,482 4,247 4,605

令和８年度 4,544

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.20 1.28 1.20 0.00

延　岡 0.95 1.07 1.12 ▲ 0.17

日　向 0.89 1.06 1.28 ▲ 0.39

都　城 1.13 1.16 1.19 ▲ 0.06

日　南 0.92 1.04 1.10 ▲ 0.18

高　鍋 0.89 1.12 1.19 ▲ 0.30

小　林 1.23 1.30 1.36 ▲ 0.13

県　計 1.10 1.20 1.20 ▲ 0.10

対　前　月 対前年同月
令和8年4月 令和8年3月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和8年4月
前　月　差
(ポイント)

（％）

令和8年4月 令和8年3月 令和7年4月

令和8年3月

（％）

令和7年4月

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

季節調整値

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

令和7年4月 増減率(差)

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値
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令和8年4月

1.05 1.05 1.17

1.20 1.22 1.26

1.02 1.06 1.14

1.15 1.14 1.20

1.14 1.14 1.33

1.18 1.14 1.28

1.02 1.03 1.09

0.98 0.95 0.97

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況(一般パートタイム）

9,448 8,673 9,182

2,851 1,846 2,700

7,322 7,936 8,438

2,648 2,804 3,059

1,646 1,851 1,654

658 900 708

642 869 673

24.2% 31.0% 22.0%

別表７　新規求職申込者の求職時の態様別内訳※令和5年1月分より掲載内容変更（常用フルタイムから一般フルタイム・パートへ変更）

令和8年4月

令和7年4月

前年比

令和8年4月

令和7年4月

前年比

令和8年4月

令和7年4月

前年比

令和8年4月

令和7年4月

前年比

令和8年4月

令和7年4月

前年比

令和8年4月

令和7年4月

前年比

長　崎

福　岡

令和8年3月
前月差

(ポイント)
令和7年4月

0.00

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

▲0.02

▲0.04

佐　賀

熊　本

大　分

0.03

0.01

0.00

前年同月

0.04

▲0.01

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 2.9 

２ 新規求職申込件数（件）

令和8年4月 令和8年3月 令和7年4月

３ 月間有効求人数　 （人）

5.6 

▲13.2 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

▲13.4 

▲0.5 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

▲7.1 

▲4.6 

８　充足率　　　　　　　（％） 2.2 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

456 916 950 1,126 1,304 1,632 6,384

432 968 980 1,155 1,199 1,480 6,214

198

5.6% ▲ 5.4% ▲ 3.1% ▲ 2.5% 8.8% 10.3% 2.7%

169 1,227

在職者

114 205 249 277 213

76 240 285 303 125 1,227

50.0% ▲ 14.6% ▲ 12.6% ▲ 8.6% 7.6% 35.2% 0.0%

離職者

255 634 649 782 1,024 1,391 4,735

238 662 612 758 936 1,273 4,479

7.1% ▲ 4.2% 6.0% 3.2% 9.4% 9.3% 5.7%

653

事業主都合

31 106 152 194 363 1,499

26 84 125 202 269 513 1,219

19.2% 26.2% 21.6% ▲ 4.0% 34.9% 27.3% 23.0%

自己都合

222 522 484 576 573 579 2,956

208 572 477 541 533 609 2,940

6.7% ▲ 8.7% 1.5% 6.5% 7.5% ▲ 4.9% 0.5%

72 42267 67

118 66 83 94

▲ 16.9%▲ 26.3% 16.7% ▲ 37.3% ▲ 28.7% 3.1% ▲ 12.2%

＊一般・・・常用および臨時・季節を合わせた数。３ページ別表１職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）の２ 新規求職申込件数の内訳となる。
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

65 82 508無業者

87 77 52

- 4 -



別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

　
令和8年4月 令和8年3月 令和7年4月 前 年 前 年

 産業別・規模別 　 同　月 比 (%) 同 月 差
Ａ.B 農、林、漁業 231             222             267             ▲13.5 ▲36

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 9                 8                 12               ▲25.0 ▲3
Ｄ 建設業 731 679 819 ▲10.7 ▲88

Ｅ 製造業 681 788 844 ▲19.3 ▲163

食料品製造業 150             219             243             ▲38.3 ▲93

飲料・たばこ・飼料製造業 81               59               83               ▲2.4 ▲2
繊維工業 31               60               41               ▲24.4 ▲10

木材・木製品製造業 56               59               78               ▲28.2 ▲22

家具・装備品製造業 12               9                 20               ▲40.0 ▲8

パルプ・紙・紙加工品製造業 5                 8                 9                 ▲44.4 ▲4

印刷・同関連業 25               5                 28               ▲10.7 ▲3

化学工業 7                 9                 6                 16.7 1

石油製品・石炭製品製造業 0                 0                 0                 - 0

プラスチック製品製造業 52               35               29               79.3 23

ゴム製品製造業 6                 16               3                 100.0 3

窯業・土石製品製造業 16               16               44               ▲63.6 ▲28

鉄鋼業 7                 2                 6                 16.7 1

非鉄金属製造業 2                 1                 9                 ▲77.8 ▲7

金属製品製造業 49               29               42               16.7 7

はん用機械器具製造業 49               47               34               44.1 15

生産用機械器具製造業 34               28               22               54.5 12

業務用機械器具製造業 6                 37               8                 ▲25.0 ▲2

35               32               52               ▲32.7 ▲17

電気機械器具製造業 37               44               54               ▲31.5 ▲17

情報通信機械器具製造業 0 0 2 ▲100.0 ▲2

輸送用機械器具製造業 13 53 12 8.3 1
その他の製造業 8 20 19 ▲57.9 ▲11

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 5 16 13 ▲61.5 ▲8

Ｇ 情報通信業 365 372 337 8.3 28

Ｈ 運輸業、郵便業 355 502 423 ▲16.1 ▲68

Ｉ 卸売業、小売業 1,017 821 1,032 ▲1.5 ▲15

Ｊ 金融業、保険業 68 48 80 ▲15.0 ▲12

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 82 77 124 ▲33.9 ▲42

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 132 153 143 ▲7.7 ▲11

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 362 327 402 ▲10.0 ▲40

宿泊業 85 63 88 ▲3.4 ▲3

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 164 222 325 ▲49.5 ▲161

Ｏ 教育、学習支援業 182 175 183 ▲0.5 ▲1

Ｐ 医療、福祉 2,664 2,570 2,667 ▲0.1 ▲3

Ｑ 複合サービス事業 98 110 71 38.0 27

Ｒ 1,472 1,532 1,414 4.1 58
Ｓ.T 公務、その他 47 145 70 ▲32.9 ▲23

8,665 8,767 9,226 ▲6.1 ▲561

5,659 5,810 5,993 ▲5.6 ▲334

1,973 1,847 2,169 ▲9.0 ▲196
681 632 646 5.4 35
176 196 207 ▲15.0 ▲31
139 157 180 ▲22.8 ▲41
37 125 31 19.4 6

産業分類は、令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

求 人 状 況

３０～９９人　　
規
　
模
　
別

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

１００～２９９人
３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０２倍と前年同月より０．０５ポイント低下。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働

 者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。
※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）
平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
４年

令和
５年

令和
６年

令和
７年

令和
８年

1月 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98 1.11 1.23 1.18 1.17 1.07

2月 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.43 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99 1.12 1.21 1.15 1.18 1.07

3月 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98 1.10 1.17 1.13 1.17 1.05

4月 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95 1.05 1.10 1.06 1.07 1.02

5月 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96 1.04 1.08 1.05 1.06

6月 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98 1.09 1.10 1.07 1.08

7月 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00 1.09 1.13 1.10 1.08

8月 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00 1.11 1.12 1.11 1.07

9月 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02 1.12 1.09 1.12 1.06

10月 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05 1.15 1.13 1.15 1.04

11月 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08 1.17 1.17 1.16 1.07

12月 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99 1.12 1.26 1.22 1.20 1.07
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「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○  本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○  宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.25倍で受理地別の有効求人倍率（1.18倍）
より0.07ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和7年12月以前の数値は、令和8年1月分公表時に
 新季節指数により改定されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和８年4月）

（資料出所）宮崎労働局

別添資料 ２

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別
有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和7年

4月 20,188 25,748 28,025 1.28 1.39 0.11
5月 20,254 25,701 27,937 1.27 1.38 0.11
6月 20,324 25,360 27,568 1.25 1.36 0.11
7月 20,360 25,046 27,269 1.23 1.34 0.11
8月 20,487 24,779 26,830 1.21 1.31 0.10
9月 20,558 24,665 26,830 1.20 1.31 0.11
10月 20,611 24,235 26,330 1.18 1.28 0.10
11月 20,663 24,456 26,521 1.18 1.28 0.10
12月 20,823 23,931 25,919 1.15 1.24 0.09

令和8年

1月 20,789 23,884 26,162 1.15 1.26 0.11
2月 20,577 23,554 25,610 1.14 1.24 0.10
3月 20,342 23,238 25,184 1.14 1.24 0.10
4月 20,482 24,072 25,651 1.18 1.25 0.07
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「令和８年度応募前ジュニアワークフェア」を開催いたします！ 

 

宮崎労働局（局長 吉越 正幸）では、令和９年３月高校卒業予定者を対象に、県

内就職促進及び早期離職防止を目的とした企業説明会を開催いたします。 

県内の高校３年生と県内企業（県内に事業所を有する県外企業を含む）が一堂に会

し、７月１日の求人公開後に高校３年生を対象として開催される企業説明会としては、

県内最大級のイベントとなります。 

なお、取材を希望される場合は、事前に照会先までお申し込みくださいますようお

願いいたします。 

 

 

１ 開催日時・場所    

○令和８年７月６日 （月）  13:30～15:15 

シーガイア コンベンションセンター ４Ｆサミットホール 

 

○令和８年７月７日 （火）  13:30～15:15 

都城市早水公園体育文化センター サブアリーナ 

 

○令和８年７月９日 （木）  13:30～15:15 

アスリートタウン延岡アリーナ サブアリーナ 

 

○令和８年７月 10日 （金）   13:30～15:15 

小林中央公民館 

 

 

２ 主催機関 

宮崎労働局・各ハローワーク・宮崎県・宮崎県教育庁 

宮崎労働局発表 

令和８年５月 29日 
【照会先】 

宮崎労働局職業安定部職業安定課 

課      長   東郷 ますえ 

雇用企画係   安藤 宇容 

(電      話)     0985-38-8823 



 

 

                       

 

 

    

 

 

 

くるみん・えるぼし・もにす認定通知書交付式の開催決定！！ 

くるみん４社、えるぼし１社、もにす１社の認定企業が誕生！ 
 

宮崎労働局（局長 吉越 正幸）は、「次世代育成支援対策推進法」、「女性活躍推進法」、 
「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、下記企業に認定を行いました。 
 
◆くるみん認定企業   ・株式会社 晃和コンサルタント  （令和８年２月 25 日認定） 
            ・株式会社 ダンロップゴルフクラブ（令和８年４月 7 日認定） 
            ・株式会社 オロ宮崎       （令和８年４月 28 日認定） 
            ・宮崎中央青果 株式会社     （令和８年４月 30 日認定） 
             ※卸売業で県内初のくるみん認定企業 
 
◆えるぼし認定企業   ・株式会社 宮崎包括サービス   （令和８年２月 25 日認定） 
             ※医療・福祉業で宮崎市内初のえるぼし認定企業 
 
◆もにす認定企業    ・株式会社 黒田工業       （令和８年３月 24 日認定） 
             ※県北地域で初のもにす認定企業 
 

つきましては、下記のとおり認定通知書交付式を行います。 

 

くるみん・えるぼし・もにす認定通知書交付式 

【日 時】 令和８年６月１２日（金）  午後 1 時３０分～ 

【場 所】  宮崎合同庁舎 2 階 大会議室 

（宮崎市橘通東 3 丁目 1 番 22 号） 

【内 容】 ・局長あいさつ 

・認定通知書の交付 

      ・記念撮影 

※ 取材連絡について 

報道各社におかれましては、当日の写真撮影及び交付式終了後の認定企業への取材は可能 

です。取材の際はご一報お願いいたします。 

 

宮崎労働局発表 

令和 8 年 5 月 29 日 

Press Release 

【照会先】 

  (くるみん・えるぼし)   (もにす) 

雇用環境・均等室     職業安定部職業対策課 

室  長 橋本 智晴   職業安定部長 向田 俊哉 

監 理 官  蔭山 昌孝   職業対策課長 平田 康広 

室長補佐 田子山 利博 

（電話） 0985-38-8821   (電話) 0985-38-8824 
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※１ 次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定」、「トライくるみん認定」 
「プラチナくるみん認定」、「プラス認定」とは… 
 
 「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが 

健やかに生まれ、育成される環境整備を図るための法律です。 

企業は、労働者の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や 

子育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備に 

取り組むにあたって「一般事業主行動計画」を策定することとなっています。 

行動計画に定めた目標を達成するなど、一定の基準を満たした企業は 

申請により「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の認定 

（くるみん認定・トライくるみん認定）を受けることができます。 

なお、認定マークの星は認定回数に応じて付与されます。 

また、くるみん認定・トライくるみん認定企業のうち、より高い水準の 

取組を行った企業が、一定の基準を満たした場合、申請により 

優良な「子育てサポート企業」として、プラチナくるみん認定を受けることができます。 

その他、くるみん、トライくるみん又はプラチナくるみんの認定基準に加えて、不妊治療と仕事の

両立に関する認定基準を満たした場合申請によりプラス認定を受けることができます。 

 

※２ 女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」、「プラチナえるぼし認定」とは… 
 

「女性活躍推進法」は、女性の個性と能力が十分に発揮できる 

社会の実現を目指すための法律です。 

 企業は、自社における女性の活躍に関する状況把握や課題分析を 

行った上で、「一般事業主行動計画」を策定することとなっています。 

女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優良である等の一定の要件を 

満たした企業は、申請により、厚生労働大臣の認定（えるぼし認定）を 

受けることができます。 

 なお、認定段階は基準を満たした数に応じて 3 段階あります。 

また、えるぼし認定を受けた企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や 

女性の活躍推進に関する取組の実施状況が特に優良である等の一定の要件を 

満たした企業は厚生労働大臣の認定（プラチナえるぼし認定）を受けることができます。 

 

※３ 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく「もにす認定」とは…   
 

厚生労働大臣が障害者の雇用の促進及び雇用の安定に関する取り組み 

などの優良な中小事業主を認定する制度で、令和２年４月１日から実施 

しています。 

当該取り組みの実施状況が優良であることその他の基準に該当する中小 

事業主は、厚生労働省から「障害者雇用優良中小事業主」として認定を受 

けることができ、自社の商品・サービス・広告などのほか、ハローワーク 

の求人票に「障害者雇用優良中小事業主認定マーク」を表示すること等が 

可能となります。 

この認定制度を通じて、企業の社会的認知度を高めることができるとともに、地域で認定 

を受けた事業主が障害者雇用の身近なロールモデルとして認知され、地域全体の障害者雇用 

の取り組みが一層推進されることが期待できます。 

もにす認定制度の愛称「もにす」は、共に進む（ともにすすむ）という言葉に由来し、企業と障害者が

共に明るい未来や社会に進んでいくことを期待して名付けられました。 
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ー参考資料ー 
 
1「くるみん」認定企業の取組事例 

（１） 株式会社 晃和コンサルタント 
（２） 株式会社 ダンロップゴルフクラブ 
（３） 株式会社 オロ宮崎 
（４） 宮崎中央青果 株式会社 

2「えるぼし」認定企業の取組事例 
 （１）株式会社 宮崎包括サービス 
3「もにす」認定企業の取組事例 

（１）株式会社 黒田工業 
４宮崎労働局におけるくるみん認定企業一覧 
５くるみん認定基準 
６宮崎労働局におけるえるぼし認定企業一覧 
７えるぼし認定基準 
８宮崎労働局におけるもにす認定企業一覧 
９もにす認定基準 
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 株式会社 晃和コンサルタント 

■所 在 地： 宮崎県宮崎市   

■事業内容： 学術研究、専門、技術サービス業 

■代 表 者： 代表取締役 野尻 周男 

■労働者数： 42 名 （男性 33 名、女性 9 名） 

※令和８年 1 月時点 

■認定回数： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  令和２年３月１日～令和７年２月２８日 

（２）行動計画の目標の内容 

① ３歳に満たない子を養育する従業員の所定外労働の制限の制度を小学校就学前の子

に変更する 

② 所定外労働を削減するために、毎週金曜日をノー残業デーとして実施する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 所定外労働の制限の制度を小学校就学前の子となるよう就業規則を変更し、社内掲

示板への掲示、及び電子メールで周知した。 

② ノー残業デーの実施を会社 HP と社内掲示板への掲示及び、電子メールで労働者に

周知した。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

＜男性＞ 子の看護休暇取得者 1 名  (労働者が 300 人以下の特例の要件を満たす) 

＜女性＞ 出産した女性労働者 １名 

育児休業取得者 １名    （育児休業取得率 100％） 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）所定外労働の削減のための措置 

① 毎週金曜日をノー残業デーとして導入している。 

 

資料１－１ 
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 株式会社 ダンロップゴルフクラブ 

■所 在 地： 宮崎県都城市   

■事業内容： 製造業 

■代 表 者： 代表取締役 山本 浩正 

■労働者数： 204 名 （男性 133 名、女性 71 名） 

※令和８年 1 月時点 

■認定回数： ２回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  令和２年１１月１日～令和７年１０月３１日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 計画期間内の育児休業取得状況を次の水準とする。 

男性：1 人以上取得する。  女性：取得率を８０％以上とする。 

② 所定労働時間の削減を行う。 

③ 年次有給休暇の取得促進を行う。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 育児休業に関するチラシを作成し、社内掲示等により全労働者へ周知を行った。 

男性：4 人が育児休業を取得した。 女性：取得率 100％を達成した。 

② 部署ごとに継続的な生産性向上及び効率化を行い、社内連絡等により取組内容を説

明し、従業員への所定外労働時間の削減の意識付けを行った。 

③ 一斉年次有給休暇取得日の設置、部署ごとの年次有給休暇予定表の作成、バースデ

ー休暇及び個別の休暇取得促進により年次有給休暇の取得を促した。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

＜男性＞ 配偶者が出産した男性労働者 21 名  

育児休業等取得者 17 名    (育児休業取得率 80％) 

＜女性＞ 出産した女性労働者 ７名  ※うち有期雇用労働者 5 名 

育児休業取得者  ７名     （育児休業取得率 100％） 

      

４ その他の認定基準達成状況 

（１）年次有給休暇の取得促進のための措置 

① 年休取得の目標設定および社内通達等による周知を行った。 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

  ①育児公休トライアル制度を導入した。 

資料１－２ 
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 株式会社 オロ宮崎 

■所 在 地： 宮崎県宮崎市 

■事業内容： 情報サービス 

■代 表 者： 代表取締役社長 久保田 浩章 

■労働者数： 82 名 （男性 31 名、女性 51 名） 

※令和８年３月時点 

■認定回数： ３回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  令和５年１月１日～令和７年１２月３１日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 子供を育てる労働者に配慮した在宅勤務などの就業時間を見直す制度を導入する。 

② 育児休業等に関する相談体制の整備と育児休業等取得者の事例取集・提供を行う。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 子育て支援勤務制度として、所定労働時間の一部について在宅勤務を可能にする制

度を導入した。（令和５年１月１日導入） 

② 育児休業等の相談窓口を設置し労働者に周知。さらに AI アシスタント導入による

24 時間回答可能な相談窓口を設置し、社内限定 SNS により全労働者に周知した。 

また、育休中の労働者・復職者の交流会の定期的な開催や、事例を収集し社内ポー

タルでの周知等も行った。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

＜男性＞ 配偶者が出産した男性労働者 1 名  

育児休業取得者 1 名    (育児休業取得率 100％) 

＜女性＞ 出産した女性労働者 4 名  うち有期雇用労働者 0 名 

育児休業取得者 4 名    （育児休業取得率 100％） 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）年次有給休暇取得促進のための措置 

① 年末年始及び GW の年休取得促進日を設定している。また、管理職の評価指標に

「部下の年休消化に向けた取組」を導入し、取得を促している。 

（２）多様な労働条件の整備のための措置 

① 在宅勤務制度を導入し、毎週木曜日を奨励日として在宅勤務を推進している。 

資料１－３ 
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 宮崎中央青果 株式会社 

■所 在 地： 宮崎県宮崎市   

■事業内容： 卸売業 

■代 表 者： 代表取締役 川野 悌寛  

■労働者数： 89 名 （男性 72 名、女性 17 名） 

※令和８年４月時点 

■認定回数： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 労働者の年次有給休暇の年間取得日数を平均１０日以上とする。 

② 若者のインターンシップを通した就業機会を提供する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 対象社員の取得日数状況を把握し、各部署の管理監督者あてにメールにて情報共有

を図った。また、安全衛生委員会で取得促進のための協議を随時行い、年次有給休

暇の平均取得日数１０日以上（平均取得日数 11.5 日）を達成した。 

② 総務部が主体となり、従前とは異なる新たなカリキュラムを構築し、計画期間中に

３校よりインターンシップの要請があり、受入れを実施した。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

＜男性＞ 配偶者が出産した男性労働者 9 名  

育児目的休暇制度利用者 ５名  

うち育児休業取得者 １名   (育児目的休暇制度利用率 55.6％)  

＜女性＞ 出産した女性労働者 4 名 

育児休業取得者  5 名    （育児休業取得率 125％） 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）年次有給休暇の取得の促進のための措置 

① 平均取得日数１０日以上を目標に掲げ、事業所内の複数箇所に取得促進を目標と

したポスターを掲示し、取得しやすい職場環境の醸成を図った。 

また、所属長へ有給休暇の取得状況を報告し、業務の進捗管理を適正に行うこと

で、計画的な取得につなげ、目標を達成した。 

資料１－４ 
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 株式会社 宮崎包括サービス 

■所 在 地： 宮崎県宮崎市  

■事業内容： 医療・福祉 

■代 表 者： 代表取締役 沖田 博行 

■労働者数： 36 名 （男性 4 名、女性 32 名） 

※令和８年３月時点 

■認定段階： ２段階目 

 

【評価項目】 ※産業平均値…雇用環境・均等局長が別に定める値 
１ 採用  

① 正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上である。 

⇒ 正社員に占める女性労働者の割合 88.8％ ＞ 産業平均値 68.7％ 

② 正社員の基幹的な雇用管理区分（介護、看護、セラピスト、ケアマネ）における

女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上である。 

⇒ 正社員技術職に占める女性労働者の割合 88.8% ＞ 産業平均値 60.5% 

 

２ 労働時間等の働き方  

   ⇒ 労働者 1 人あたりの時間外労働及び休日労働の合計時間数の平均が全ての月に 

おいて、45 時間未満である。 

 

３ 管理職比率  

管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上である。 

   ⇒ 管理職に占める女性労働者の割合 75% ＞ 産業平均値 45.5% 

 

４ 多様なキャリアコース  

   ２項目について実績あり。 

   ⇒ おおむね 30 歳以上の女性の正社員としての採用 ３名 

 

以上、４つの評価項目全てにおいて、認定基準を満たしている。 

資料２ 
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2026年3月24日
株式会社 黒田工業

業種：プラスチック成形材料製造業
（廃プラスチックを含む）

会社概要：廃プラスチック再生事業、
中間処理事業、固形燃料製造事業

所在地：日向市竹島町１番86

ホームページ：https://kuroda-
kogyo.co.jp/

１／３ページ

会社のＰＲ情報

会社からのメッセージ

当社は、1964年に創業し、農業系、工業系の廃プラスチック類のリ
サイクルを中心に事業を展開。2007年には日向市・入郷地域の不
燃・粗大ゴミ・資源物を処理する全国で初めての民間施設「ひゅう
がリサイクルセンター」を操業し、プラスチックのマテリアルリサイク
ル、及び固形燃料(RPF)の製造をも行う、循環型社会を第一線で進
める老舗企業。

1991年(平成3年)から障害者雇用をスタートし、障害者が活躍
できるよう雇用管理を行うとともに、生活面の支援についても就
労支援機関と連携して取り組んでいます。これからも障害のあ
る方の一人ひとりの特性にも配慮し、安心して働きやすい職場
づくりに努めてまいります。

資料３
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２／３ページ

2026年3月24日

株式会社 黒田工業

体制づくり

・社内管理者会議において障害者を雇い入れている部署を中心に
障害者雇用の現状報告を行っています。

・障害者職業生活相談員３名を障害者が配置されている作業場所
にそれぞれ配置し、業務指導を行っています。また、管理支
援係１名を配置し、職業生活全般における相談事などを相談し
やすい体制をとっています。

組織面

・中学校の自閉症・情緒障がい学級の生徒の職場体験を受け入れ
ています。生徒に倉庫での選別作業を体験させる内容で、従業
員の障害に対する理解促進に取り組んでいます。

人材面

障害者雇用への取組（認定に当たっての評価ポイント）

数的側面

11.39％実雇用率雇用状況

100％
過去３年間に採用した障害者の
就職６か月後定着率

定着状況

13年障害者の平均勤続年数

障害者雇用への取組の成果（認定に当たっての評価ポイント）
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３／３ページ

2026年3月24日

株式会社 黒田工業

環境づくり

・倉庫作業解体の手順書に作業手順や完成図などの写真を付ける
ことで理解しやすくしています。

・相談や体調が悪化したときに適切な支援につなげられるように、
出社時の健康衛生チェックをしています。また、定期的に相談
や健康管理を目的とした面談を実施し、就労支援機関や医療機
関へつなぐ体制をとっています。

・勤続年数により永年勤続表彰をしています。

職務環境

・障害者である社員も一般社員と同じ制度で適用される人事評価
制度と賃金制度を決めています。定期的に行われる面談等で必
要であれば補足説明し、目標設定を一緒に行っています。

キャリア形成

・職場適応上の問題が起こった際に、障害者就業・生活支援セン
ターへ相談し、面談をお願いしました。

その他の
雇用管理

仕事づくり

・令和６年８月期の経常利益黒字。事業創出

・精神障害者の入社にあたり、業務経験を活かした職務を障害特
性を配慮し選定しました。

職務選定・
創出
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資料４

認定企業数 71 社 (R8年4月末時点)
認定
件数

業種 所在地（市町村） 認定年 プラス認定年

1 医療、福祉 西臼杵郡高千穂町 2007年

2 金融、保険業 宮崎市
2011年・2014年・
2019年・2023年

3 医療、福祉 延岡市 2011年・2015年

4 教育・学習支援業 宮崎市 2013年

5 製造業 えびの市 2014年・2017年・2020年

6 運輸業、郵便業 宮崎市 2014年

7 教育・学習支援業 宮崎市 2014年

8
サービス業

（他に分類されないもの）
延岡市 2014年

9 医療、福祉 延岡市 2014年

10 医療、福祉 宮崎市 2015年

11 医療、福祉 宮崎市 2015年

12 医療、福祉 都城市 2015年、2019年

13 医療、福祉 宮崎市 2015年

14 運輸業、郵便業 宮崎市 2015年、2019年

15
サービス業

（他に分類されないもの）
日向市 2015年

16 医療、福祉 延岡市 2015年・2018年

17 医療、福祉 延岡市 2015年

18 情報通信業 宮崎市 2015年、2019年

19 情報通信業 宮崎市 2015年

20 医療、福祉 小林市 2015年

21 医療、福祉 宮崎市  2016年・2020年

22 医療、福祉 宮崎市  2018年

23 医療、福祉 都城市  2018年

24
学術研究、

専門・技術サービス業
宮崎市  2018年・2021年

25 建設業 延岡市 2018年

26 製造業 宮崎市 2019年

27 医療、福祉 宮崎市 2019年・2021年

28 建設業 宮崎市 2019年

29 運輸業、郵便業 延岡市 2020年・2022年

30 医療、福祉 日向市 2020年

31 医療、福祉 小林市 2020年・2024年

32 製造業 えびの市 2020年、2023年 2023年

33 医療、福祉 小林市 2020年

34 製造業 宮崎市 2020年

35 医療、福祉 宮崎市 2020年

36 製造業 都城市 2021年、2026年

37 情報通信業 宮崎市
2021年・2023年

2026年

38 製造業 都城市 2021年

39 医療、福祉 小林市 2021年

40 製造業 宮崎市 2021年

41 教育、学習支援業 宮崎市 2021年公益財団法人宮崎文化振興協会

株式会社大森淡水

丸栄宮崎株式会社

日新興業株式会社

旭化成マイクロテクノロジ株式会社 

医療法人社団静雄会 藤元上町病院

医療法人社団栄正 慈英病院

医療法人養気会 池井病院

社会福祉法人ひまわり会

宮崎センコーアポロ株式会社

株式会社岡﨑組

医療法人岡田整形外科

株式会社九州千雅

社会福祉法人宮崎福祉会

医療法人和敬会

株式会社宮崎銀行

医療法人久康会

国立大学法人宮崎大学

株式会社丸正フーズ

有限会社ケアプロジェクト

社会福祉法人ときわ会

株式会社フェニックスシステム研究所

株式会社宮崎日日新聞社

宮崎労働局における次世代法に基づく認定企業名簿

企業名

医療法人如月会

社会福祉法人常陽社会福祉事業団

株式会社グローバル・クリーン

株式会社ソラシドエア

医療法人社団高信会

医療法人建悠会

社会福祉法人愛育福祉会

宮崎交通株式会社

学校法人南九州学園

株式会社旭化成アビリティ

医療法人育成会 矯正・小児ひまわり歯科

株式会社イーテック

社会福祉法人小林市社会福祉協議会

えびの電子工業株式会社

社会福祉法人浄信会

南國興産株式会社

株式会社オロ宮崎

株式会社ダンロップゴルフクラブ

くるみん認定企業一覧
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資料４

42 医療、福祉 日向市 2021年

43 情報通信業 宮崎市 2021年

44 医療、福祉 えびの市 2021年・2023年

45 情報通信業 宮崎市 2022年

46 医療、福祉 宮崎市 2022年

47 医療、福祉 都城市 2022年

48 情報通信業 都城市 2022年

49
サービス業

（他に分類されないもの）
都城市 2022年

50 建設業 都城市 2022年

51
生活関連サービス業
（理容業・美容業）

延岡市 2023年

52 製造業 日南市 2023年

53 自動車販売 宮崎市 2023年

54 建設業 串間市 2023年

55 建設業 日南市 2023年

56 建設業 宮崎市 2024年

57 製造業 延岡市 2024年

58 建設業 宮崎市 2024年

59 金融、保険業 宮崎市 2024年

60 建設業 都城市 2024年

61 情報通信業 宮崎市 2024年

62 製造業 宮崎市 2024年

63 製造業 西都市 2025年

64 小売業 宮崎市 2025年

65 食品製造業 宮崎市 2025年

66 建設業 都城市 2025年

67 医療、福祉 都城市 2025年

68 製造業 宮崎市 2025年

69 建設業 児湯郡都農町 2025年

70
学術研究、

専門・技術サービス業
宮崎市 2026年

71 卸売業 宮崎市 2026年

株式会社 ニチワ

株式会社 ジェイエイフーズみやざき

株式会社 サンライズネットワークス

旭有機材株式会社

株式会社 南九州みかど

富岡建設 株式会社

大平開発 株式会社

株式会社 スズキ自販宮崎

株式会社 デンサン

ミネベアアクセスソリューションズ株式会社

有限会社 サンエク

株式会社 宮崎太陽銀行

株式会社 桜木組

社会福祉法人えびの明友会

株式会社宮崎県ソフトウェアセンター

社会福祉法人立縫会

株式会社 イート

ホームライフ・トーフク株式会社

株式会社木場組

株式会社宮崎ヒューマンサービス

BTV株式会社

社会福祉法人豊の里

社会福祉法人信愛会

株式会社ＭＪＣ

大淀開発 株式会社

株式会社 河北

医療法人一誠会 都城新生病院

富士フイルムワコーケミカル株式会社

株式会社 晃和コンサルタント

宮崎中央青果 株式会社
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資料４

認定企業数 2 社 (R8年3月末時点）

認定
件数

業種 所在地（市町村） 認定年 プラス認定年

1 医療・福祉 宮崎市 2020年

2 医療、福祉 小林市 2024年

企業名

有限会社ケアプロジェクト

医療法人養気会 池井病院

プラチナくるみん認定企業一覧
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資料５
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NSYWC
楕円

NSYWC
長方形
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NSYWC
楕円



 17 

NSYWC
楕円
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NSYWC
楕円



資料６

認定
件数

認定段階
所在地

（市町村）
業種 労働者数 認定年月

1 ★★ 都城市 医療・福祉 191名 2019/3/1

2 ★★★ えびの市 製造業 683名 2019/11/29

3 ★★★ 小林市 医療・福祉 137名 2020/10/16

4 ★★ 宮崎市
専門・技術
サービス業

5名 2021/9/28

5 ★★ 宮崎市 建設業 52名 2021/12/15

6 ★★★ 延岡市 情報通信業 424名 2023/4/19

7 ★★★ 東臼杵郡門川町 情報通信業 38名 2024/10/16

8 ★★★ 都城市 建設業 26名 2025/3/27

9 ★★ 都城市 建設業 45名 2025/5/8

10 ★★ 都城市 建設業 125名 2025/5/14

11 ★★★ 宮崎市 建設業 95名 2025/6/30

12 株式会社　クラフ ★★ 宮崎市
専門・技術
サービス業

141名 2025/7/10

13 ★★ 小林市 建設業 46名 2025/9/3

14 ★★ 宮崎市 医療・福祉 36名 2026/3/24

株式会社徳満建設

丸昭建設株式会社

都北産業株式会社

大和開発株式会社

えびの電子工業株式会社

社会福祉法人浄信会

社会福祉法人常陽社会福祉事業団

企業名

          【R8年4月末現在】

　　　　　　認定企業数　14社

株式会社クリエート

株式会社矢野興業

A's社会保険労務士法人

センコービジネスサポート株式会社

株式会社　緒方組

株式会社　宮崎包括サービス

えるぼし認定企業一覧
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資料６

認定
件数

認定段階
所在地

（市町村）
業種 労働者数 認定年月

1 プラチナ えびの市 製造業 671名 2023/9/21

          【R8年4月末現在】

認定企業数1社

企業名

えびの電子工業株式会社

プラチナえるぼし認定企業一覧
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長方形

NSYWC
テキストボックス
資料７
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資料8

4事業所 令和８年４月１日現在

整理
No

認定日 認定企業名 郵便番号 所在地 管轄所 産業分類

1 2022.3.17 WASHハウス株式会社 880-0831 宮崎市新栄町８６番地１ 宮崎 N,生活関連サービス業，娯楽業

2 2023.2.28 株式会社ダンロップゴルフクラブ 885-0004 都城市都北町３番地 都城 E.製造業

3 2025.1.30 株式会社丸正フーズ 889-4314 えびの市大字大河平６４３３番地 小林 E.製造業

4 2026.3.24 株式会社黒田工業 883-0063 日向市竹島町１番８６ 日向 E.製造業

障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度
（もにす認定制度）事業主一覧
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「障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度」とは、厚生労働大臣が障害者

の雇用の促進や安定に関する取り組みなどの優良な中小企業を認定する制度です（2020年
４月１日施行）。

・都道府県労働局・ハローワーク

中 小 事 業 主 の 皆 さ ま へ

認定マークを使用できます

認定事業主となることのメリット

など

日本政策金融公庫の低利融資対象となります

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワークによる周知広報の対
象となります

公共調達などの加点評価を受けられる場合があります

• 自社の商品・サービス・広告などのほか、ハローワークの求人票に障害者雇用優良中小事業主認

定マークを表示することができます。

• 日本政策金融公庫の「働き方改革推進支援資金」の低利融資の対象となります。

• 障害者雇用の取り組みに必要な設備資金や長期運転資金に使用できます。

詳細は日本政策金融公庫へお問い合わせください。

• 厚生労働省と都道府県労働局のウェブサイトに掲載され、社会的認知度を高めることができます。

• 認定事業主に限定した合同説明会などを企画する場合があります。

• 御社の魅力を広くアピールすることができ、求職者からの応募の増加が期待できます。

• 地方公共団体の公共調達および国と地方公共団体の補助事業の加点評価を受けることができる場

合があります。

詳しくは公共調達などを実施している地方公共団体などにお問い合わせください。

この認定制度を通じて、企業の社会的認知度を高めるこ

とができるとともに、地域で認定を受けた事業主が障害

者雇用の身近なロールモデルとして認知され、地域全体

の障害者雇用の取り組みが一層推進されることが期待で

きます。

また、障害者雇用の促進と雇用の安定を図ることで、組

織における多様性が促進され、女性や高齢者、外国人な

ど、誰もが活躍できる職場づくりにつながります。

企業と障害者が、明るい未
来や社会の実現に向けて

という思いをこめて、キャ
ラクターの愛称を「もに
す」と名付けました。

むすすにもと

「障害者雇用に関する優良な中小事業主の

認定制度（もにす認定制度）」をご存じですか

ＰＬ０６0325 障害01

資料９
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①以下の評価基準に基づき、合計20点（特例子会社は35点）以上得ること

※ 取り組み関係で5点以上、成果関係で6点以上、情報開示関係で2点以上をそれぞれ得ること。

②法定雇用障害者数以上の対象障害者を雇用していること

※ 特例子会社制度、関係会社特例制度、関係子会社特例制度または事業協同組合特例制度を利用してい

る親事業主または事業協同組合等が申請する場合は、これらの制度を適用せずとも、当該親事業主ま

たは事業協同組合等において雇用率制度の対象障害者を法定雇用障害者数以上に雇用していることが

必要。

※ 特例子会社が申請する場合は、特例子会社制度または関係会社特例制度により、親事業主も雇用率制

度の対象障害者を法定雇用障害者数以上に雇用していることが必要。

③指定就労継続支援A型利用者を除き、雇用率制度の対象障害者を雇用していること
※ 法定雇用障害者数が０人の場合でも、対象障害者を1人以上（実人員）雇用していることが必要。

④障害者雇用促進法と同法に基づく命令その他の関係法令に違反する重大な事実がないこと

主な障害者雇用優良中小事業主の認定基準

評価点評価基準小項目中項目大項目

2点特に優良
①組織面

１体制づくり

਄
ੌ

(

॔
क़
ॺ
উ
⑁
ॺ)

1点優良

2点特に優良
②人材面

1点優良

2点特に優良
③事業創出

２仕事づくり

1点優良

2点特に優良④職務選定
・創出 1点優良

2点特に優良⑤障害者就
労施設等へ
の発注 1点優良

2点特に優良
⑥職務環境

３環境づくり

1点優良

2点特に優良
⑦募集・採用

1点優良

2点特に優良
⑧働き方

1点優良

2点特に優良⑨キャリア
形成 1点優良

2点特に優良⑩その他の
雇用管理 1点優良

5点
(満点20点)取り組み関係の合格最低点

評価点評価基準小項目中項目大項目

6点特に優良

⑪雇用状況

１数的側面

ਛ
ટ(

॔
क़
ॺ
ढ़
঒)

4点優良

2点良

6点特に優良

⑫定着状況 4点優良

2点良

6点特に優良⑬満足度、
ワーク・エ
ンゲージメ
ント

２質的側面

4点優良

2点良

6点特に優良

⑭キャリア
形成 4点優良

2点良

6点
(満点24点)成果関係の合格最低点

2点特に優良⑮体制・仕
事・ 環境づ
くり

３取り組み
(アウトプッ
ト)

(

ॹ
␽
५
ॡ
ট
␗
४
⑂
␗)

ੲ
ਾ
৫
ં

1点優良

2点特に優良
⑯数的側面

２成果(アウ
トカム)

1点優良

2点特に優良
⑰質的側面

1点優良

2点
(満点6点)情報開示関係の合格最低点

20点
(満点50点)合計の合格最低点

このほかにも条件がありますので、詳細は右記の二次元コードから厚生労働省ウェブサイトに掲載し
ている「障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度申請マニュアル（事業主向け）」を
ご覧いただくか、都道府県労働局または、ハローワークへお問い合わせください。

■評価基準項目一覧
など

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ
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各評価基準における評価要素（ Ⅰ取組関係－①）

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

A 障害者の活躍推進のためのリーダーシップ・部署横断体制の確立
社長等トップ自ら、障害者雇用の方針や理解促進のメッセージを職員に発信している。注１

注１）トップの発案または決裁の下に決定されており、明文で事業所内に周知されていることが必
要。
部署を横断し、障害者雇用を推進するチーム・会議体等を設置している。注２

注２）社長等トップの発案または決裁の下に障害者雇用を推進するチーム・会議体等を設置して
おり、当該チーム・会議体等の議論は組織内の全ての取り組みを射程に入れているものであること
が必要。

B 障害者の活躍推進に当たっての障害当事者の参画
上述の障害者雇用を推進するチーム・会議体等に障害当事者が構成員となっている。
障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員またはその他の支援担当者注３に障害者が就い
ている。

注３）組織内において、個々の障害者に対する業務指導または職業生活上の相談支援業務を
職務として担当している者（他の職務と兼任していることは差し支えない）。

C 支援担当者の配置等
支援担当者（個々の障害者の支援を担当する者）注4を配置し、日常的に支援している。

注4）担当とされていない中で、臨機応変に支援するような者は、「支援担当者」には含めない。
ジョブコーチまたは都道府県認定の指導員等を配置または委嘱している。

D ＰＤＣＡサイクルの確立（以下のいずれも満たすこと）
障害者の活躍推進のための計画注5を作成している。

注5）「障害者の活躍推進のための計画」とは、当該事業主における障害者雇用に関する総合的
な計画であり、原則として１年以上のものであることが必要。

当該計画について定期的に現状分析・課題設定し、対策を講じている。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）

①
組
織
面

1
体
制
づ
く
り

１要素
該当

優良
（１点）

E 専門的な外部研修・セミナーの活用
組織に在職中にジョブコーチまたは都道府県認定の指導員等に養成した社員がいる。
過去１年間で少なくとも１度以上、障害者雇用に関する外部研修・セミナー注１に社員を派遣し

た。
注１）厚生労働省・都道府県労働局・ハローワークが開催する精神・発達障害者しごとサポーター
養成講座、地方自治体やその他の就労支援機関（地域障害者職業センター、障害者就業・生活
支援センターまたは就労移行支援事業所等）が開催する障害者雇用に関する研修会のこと。法律
上の義務を満たすために必要な外部研修・セミナーに参加した場合を除く。

F 専門的な社内研修の充実
過去１年間で少なくとも１度以上、障害者雇用に関する専門的な社内研修注２を実施した。

注２）当該事業所内における障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員その他の支援担当者
を講師とする研修または障害者雇用に係る外部専門家（ハローワーク、地域障害者職業センター、
障害者就業・生活支援センターまたは就労移行支援事業所等の職員等）を講師として招いて実施
する研修であって、障害者に対する業務指導または職業生活上の相談支援のノウハウ等の向上を目
的とするものであること。

G 理解促進・啓発
過去１年間で少なくとも１度以上、従業員を対象とした障害者雇用に関する基礎的な研修・セミ

ナー等注３を実施した。
注3）障害者雇用への理解促進を目的とするものであって、事業所内で開催する研修・セミナーの他、
障害者雇用に熱心な先進的事業所や特別支援学校、就労移行支援事業所等への見学会など、
実施主体が申請事業主や外部機関であるものも含むものであること。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）

②
人
材
面

１要素
該当

優良
（１点）

該当する評価要素の数によって、
得点が変わるのでご注意ください！
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各評価基準における評価要素（ Ⅰ取組関係－②）

A 過去2年間のいずれかの年で経常利益が黒字
B 過去3年間のいずれかの年で売上高対経常利益が3％以上
C 過去10年間に、障害者雇用により新事業注１を創出

注１）新たな事業を行うための部署または事業所を設置し、当該部署または事業所に障害者を
継続して配置していることが必要

１要素
以上該当

特に優良
（２点）③

事
業
創
出

2
仕
事
づ
く
り

D 過去３年間のいずれかの年で経常利益が黒字
E 過去４年間のいずれかの年で売上高対経常利益が3％以上

１要素
以上該当

優良
（１点）

F 障害特性に配慮した職務を選定・創出
過去３年間に、職務整理票の活用注２や、職場実習の活用等その他の創意工夫により業務を
選定した。

注２）一連の職務の過程を分解し、各過程における作業手順を具体的に整理した資料
過去３年間に、職務の創出を目的とした組織内のヒアリングまたはアンケートの実施や、先進的
な企業への調査等その他の創意工夫により業務を創出した。
過去３年間に、ハローワークまたは就労支援機関と連携して業務を選定・創出した。

G 適切な方法により個々の障害特性に配慮した職務をマッチング
障害者の能力・適性をハローワークおよび就労支援機関との連携その他の適切な方法注３により
把握している。
ハローワークおよび就労支援機関との連携その他の適切な方法注３により障害者と職務をマッチン
グしている。

注３）ジョブコーチその他の障害者雇用に関する専門家（労務管理、医療、安全衛生、施設整
備等の分野における障害者雇用に特化した専門家であること。）の活用を含む。

２要素
該当

特に優良
（２点）

④
職
務
選
定
・
創
出

１要素
該当

優良
（１点）

H 障害者就労施設への発注
過去５年間のうち３年以上、年間100万円以上の業務を発注

I 在宅就業障害者等への発注
過去５年間のうち３年以上、年間100万円以上の業務を発注

１要素
以上該当

特に優良
（２点）

⑤
障
害
就
労
施
設
等
の
発
注

J 障害者就労施設への発注
過去３年間のうち１年以上、年間100万円以上の業務を発注

K 在宅就業障害者等への発注
過去３年間のうち１年以上、年間100万円以上の業務を発注

１要素
以上該当

優良
（１点）

※

※申請事業主が特例子会社である場合には、当該特例子会社における取り組みのみが評価対象となることに注意が必
要です。

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

※

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

A 障害特性に配慮した作業施設・設備等の整備
障害雇用のために作業施設、作業設備または福利厚生施設を整備している注１。

注１）作業施設、作業設備または福利厚生施設の利用者は必ずしも障害者に限定されている必
要はないが、障害者が利用しやすいように障害特性に配慮して整備されている必要がある。福利
厚生施設とは休憩室、食堂、集会場等を含む。
障害者のための就労支援機器を導入している。
事業所内のレイアウト注２を障害特性に配慮して工夫している。

注２）事業所内のレイアウトの工夫とは、机や什器等の配置をバリアフリー対応とする等の対応。
B 障害特性に配慮した作業マニュアルのカスタマイズ、作業手順の簡素化注３

注３）例えば、作業過程における部品や工具の位置を分かりやすく誘導する、いわゆる「治具（じ
ぐ）」を用いた作業手順の簡素化や、作業手順を写真付きのパネルで解説する等の障害特性に
配慮したものであること。

C その他の健康管理・福利厚生
医療従事者または機関等と連携して、健康管理を目的とした個人面談・健康相談、その他の保
健指導等注４を実施している。

注４）例えば、日々の食事や睡眠等に係る助言や主治医との連携を前提とした服薬管理等を含む。
事業所内における皆勤賞等の表彰、褒賞金の授与等または事業所外における余暇活動の充実
に資する取り組み等注５により、障害者の働く意欲の充実を図っている。

注５）例えば、パラスポーツ大会への参加に係る有給休暇の付与や参加費用の助成等を含む。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）

⑥
職
務
環
境

3
環
境
づ
く
り

１要素
該当

優良
（１点）
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評価要素評価方法評価基準小項目中項目

D 障害者の職場実習生の受け入れ
過去３年間で少なくとも一度、職場実習生を受け入れている。職場実習の実施日数は問わない
が、実習期間中における障害者の職務指導および相談支援に従事する担当者を配置している。

E 障害者雇用に関する先進的な他企業等の見学・ヒアリングの実施
過去３年間で少なくとも一度、障害者雇用に関する先進的な他企業等を訪問し、障害者雇用
の取り組みを見学またはヒアリングをした注６。

注６）見学またはヒアリングは、当該他企業等における障害者雇用への取り組み等の把握を目的とし
たものであること。また、見学・ヒアリング対象は障害者を雇用している企業に限定されず、就労支援機
関も含む。加えて、申請事業主が実施するもののほか、外部機関が実施主体である見学会等に参加
するものも含む。
F 他企業からの障害者雇用に関する見学の受け入れ

過去3年間で少なくとも一度、自社の障害者雇用の取り組みについて、他企業の見学を受け入れ
た。

G 障害者雇用に関するセミナー講師や企業指導等の実施
過去３年間で少なくとも一度、障害者雇用に関するセミナー講師派遣や企業指導等を実施した。
注７

注７）人事労務や医療等の他分野のセミナーにおける議題の一つとして障害者雇用に係る議題が
設定された場合に、当該議題における講師を派遣した場合も含む。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）

⑦
募
集
・
採
用

3
環
境
づ
く
り

１要素
該当

優良
（１点）

H テレワーク制度
I フレックスタイム制度
J 時差出勤制度
K 短時間勤務制度
L 時間単位の年次有給休暇制度
M 傷病休暇または病気休暇制度
N その他（障害特性に配慮した
制度・仕組み）

O 治療と仕事の両立支援プランや
職場復帰プランの策定・実施

4要素
以上該当

特に優良
（２点）

⑧
働
き
方

2～3
要素該当

優良
（１点）

P キャリアプラン（支援計画）
障害者一人一人のキャリアプラン（支援計画）を作成し、定期的に面談・フィードバックしている。

Q 教育訓練
社員の資格取得奨励制度、自己啓発支援制度等の仕組みを整備し、過去３年間で障害者の
利用実績がある。

R 人事・給与制度の明確化
障害者である社員が適用される昇給評価、昇格評価および賞与評価に関する基準があり、社内
に公開されている。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）⑨

キ
ャ
リ
ア
形
成 １要素

該当
優良

（１点）

S 障害者の業務管理等のための日報の作成
障害者一人一人の日報を作成し、業務管理または体調把握を行っている。

T 職場介助者または手話通訳・要約筆記担当者の手配
過去３年間に、職場介助者または手話通訳・要約筆記等担当者を手配した実績がある。

U 障害特性に応じた通勤配慮
過去３年間に、通勤に便利な住宅の賃借や寮の整備、通勤手当や住宅手当の支給、通勤のた
めの駐車場の賃借または駐車場に係る手当を支給した、または通勤用自動車、バスの手配もしく
は通勤援助者の手配を行った実績がある。

V 職場定着のための外部連携・社会資源活用
過去３年間に、障害者の職場定着のために就労支援機関の職員等の職場訪問による定期的
な相談支援等を受け入れていたり、職場適応上の問題が起こった際に就労支援機関等の支援を
速やかに受けられるよう、平時より連携できる関係を構築している。

２要素
以上該当

特に優良
（２点）⑩

そ
の
他
の
雇
用
管
理 １要素

該当
優良

（１点）

各評価基準における評価要素（ Ⅰ取組関係－③）

障害者が適用される規定を整備のみ ⇒ 1/2要素
過去３年間で障害者の利用実績があるのみ ⇒ 
1/2要素
障害者が適用される規定を整備し、
過去３年間で障害者の利用実績もあり ⇒ １要素

⇒

過去５年間に両立支援プランの策定・実施の実
績がある。
過去５年間に職場復帰プランの策定・実施の実
績がある。

⇒

Ⅰ取組関係-①～③で５点以上が必要です。
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各評価基準における評価要素（ Ⅱ成果関係－①）

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

A 実雇用率が法定雇用率の3倍以上
B 除外率適用前の実雇用率が法定雇用率以上

１要素以上該当特に優良
（６点）

⑪
雇
用
状
況

1
数
的
側
面

C 実雇用率が法定雇用率の2倍以上
D 除外率適用前の実雇用率で障害者不足数ゼロ

１要素以上該当優良
（４点）

E 実雇用率が法定雇用率以上
F 過去3年間障害者不足数ゼロ

１要素該当良
（２点）

G 過去３年間に採用した障害者の就職後６か月後の定着率が90％以上
H 過去３年間に採用した障害者の就職後１年後の定着率が80％以上
I 社員全体の平均勤続年数に対して、障害者の平均勤続年数が同等以上（ただし少

なくとも、障害者の平均勤続年数が5年以上、または勤続年数が５年以上の障害者が
半数以上）

J 障害者の平均勤続年数が10年以上、または勤続年数が10年以上の障害者が半数
以上

２要素該当特に優良
（６点）

⑫
定
着
状
況

１要素該当優良
（４点）

K 過去３年間に採用した障害者の就職後６か月後の定着率が80％以上
L 過去３年間に採用した障害者の就職後１年後の定着率が70％以上
M 障害者の平均勤続年数が５年以上、または勤続年数が５年以上の障害者が半数

以上

１要素以上該当良
（２点）

※２）勤続年数は申請事業主において雇用されていた期間を通算するものであり、申請事業主以外（親会社等）にお

ける雇用期間は対象外であること。ただし、組織再編により雇用関係が承継された場合においては、勤続年数を

通算しても差し支えない。また、障害者は雇用率制度の対象障害者に限らないこと。トライアル雇用の期間は定

着率等には含めない。

※１

※2

※１）特例子会社、関係会社および関係子会社における雇用障害者との合算並びに事業協同組合特例による合算は適

用せずに評価すること。
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各評価基準における評価要素（ Ⅱ成果関係－②）

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

A 満足度またはエンゲージメントに関する過去３回（少なくとも１ヶ月の間隔は必要。以下同じ。）
のいずれの調査結果でも、肯定的な回答（障害者）の割合が８割以上1要素該当特に優良

（６点）

⑬
満
足
度
、

ワ
ー
ク
・
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

2
質
的
側
面

B 満足度またはエンゲージメントに関する過去３回のいずれかの調査結果で、肯定的な回答（障
害者）の割合が８割以上、かつ、過去３回のいずれの調査結果でも、肯定的な回答（障害
者）の割合が６割以上

1要素該当優良
（４点）

C 満足度またはエンゲージメントに関する過去３回のいずれの調査結果でも、肯定的な回答（障害
者）の割合が６割以上1要素該当

良
（２点）

D 人事に関する処遇が特に優良 ⇒２要素
管理職の障害者（中途障害者を除く。）または中途障害後に管理職に昇格・昇進した者が少
なくとも1人いる。

E 賃金に関する処遇が特に優良
障害者（最賃減額特例対象者を含む。）の平均賃金が最低賃金より2割以上、またはその半
数が最低賃金より2割以上高い
雇用している障害者の平均年収が３年間で１割以上上昇

F その他のキャリア形成（職域拡大・正社員化・労働時間延長等）に関する実績がある
過去３年間により高度な業務等に職域拡大した、非正社員から正社員に転換した、または短
時間勤務からフルタイムに転換した等、いずれかの措置を実施した障害者一人以上在籍すること

２要素
以上該当

特に優良
（６点）

⑭
キ
ャ
リ
ア
形
成

G 人事に関する処遇が優良 ⇒２要素
管理職以外の役職に就いている障害者（中途障害者を除く。）または中途障害後に管理職
以外の役職に昇格・昇進した者が少なくとも1人いる

H 賃金に関する処遇が優良
障害者（最賃減額特例対象者を含む。）の平均賃金が最低賃金より１割以上、またはその
半数が最低賃金より1割以上高い。
雇用している障害者の平均年収が３年間で５分以上上昇

I その他のキャリア形成に関する実績がある（上記Fと同じ。）

２要素
以上該当

優良
（４点）

J 人事に関する処遇が良
他の障害者である社員に対する業務指導等の役割を担うリーダー等に任命された障害者が少な
くとも１人いる

K 賃金に関する処遇が良
障害者（最賃減額特例対象者を除く。）の平均賃金が最低賃金より1割以上、またはその半
数が最低賃金より１割以上高い
雇用している障害者の平均年収が３年間で１分以上上昇

L その他のキャリア形成関する実績がある（上記Fと同じ。）

２要素
以上該当

良
（２点）

※３

※３）

・仕事に関する満足度に係る設問は「仕事に満足しているか。」、ワーク・エンゲージメントに係る設問は「仕事

にやりがいを感じているか。」「いきいきと働いているか。」等が考えられる。また、関連する設問が複数ある

場合は、回答の平均値を求めること。

・調査は毎年１回以上実施する必要がある。調査の間隔は、少なくとも１か月以上とっていること。

・「肯定的な回答」とは、基本的には選択肢のうち50％より上位のものを指す。例えば、３段階評価であれば上

位１つ、４段階評価であれば上位２つ、５段階評価であれば上位２つとなるが、選択肢の内容によっては個別に

判断する。

・知的障害者の場合は家族または支援機関の支援者の代筆を認める（上司・同僚の代筆は不可。）

Ⅱ成果関係－①～②で６点以上が必要です。
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もにす認定事業主になるまでの流れ

各評価基準における評価要素（ Ⅲ情報開示関係）

評価要素評価方法評価基準小項目中項目

A 小項目①～⑩の評価要素に対応する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労
働局ウェブサイトに掲載することを許可し、毎年、当該内容に係る更新情報を都道府県労働局に報
告することを誓約（厚生労働省・労働局ウェブサイトの掲載情報も更新）

１要素
該当

特に優良
（２点）

⑮
体
制
・
仕
事

・
環
境
づ
く
り

1
取
組
（
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
） B 小項目①～⑩の評価要素に対応する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労

働局ウェブサイトに掲載することを許可
１要素
該当

優良
（１点）

A 小項目⑪・⑫の評価要素に該当する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労働
局ウェブサイトに掲載することを許可し、毎年、当該内容に係る更新情報を都道府県労働局に報告
することを誓約（厚生労働省・労働局ウェブサイトの掲載情報も更新）

１要素
該当

特に優良
（２点）⑯

数
的
側
面

2
成
果
（
ア
ウ
ト
カ
ム
）

B 小項目⑪・⑫の評価要素に該当する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労働
局ウェブサイトに掲載することを許可

１要素
該当

優良
（１点）

C 小項目⑬・⑭の評価要素に該当する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労働
局ウェブサイトに掲載することを許可し、毎年、当該内容に係る更新情報を都道府県労働局に報告
することを誓約（厚生労働省・労働局ウェブサイトの掲載情報も更新）

１要素
該当

特に優良
（２点）⑰

質
的
側
面 D 小項目⑬・⑭の評価要素に該当する取り組み等の内容（認定申請内容）を厚生労働省・労

働局ウェブサイトに掲載することを許可
１要素
該当

優良
（１点）

※ 厚生労働省・労働局ウェブサイトへの具体的な掲載方法については、認定の後に都道府県労働局が個別に調整し
ます。

Ⅲ情報公開関係で２点以上が必要です。
また、Ⅰ取組関係・Ⅱ成果関係・Ⅲ情報公開関係の合計で20点以で認定
となります。

申請書類については、右記の二次元コード（再掲）の厚生労働省ウェブサイト下部に掲載しています。

ウェブサイトから申請書類を
ダウンロードし、申請マニュ
アル（事業主向け）を参考に、
申請書を作成します。

ハローワークにて書類作成の
お手伝いをしますので、ご安
心ください。

①申請書の作成

作成した申請書類を、管轄の
都道府県労働局もしくはハ
ローワークに提出してくださ
い。認定基準をすべて満たし
ているか審査します。

なお、審査には3か月ほどお
時間がかかります。

②書面審査

書面審査の後、認定に係る審
査を確実なものとするため、
ハローワーク等が実施確認を
します。

③実地確認

認定後は、障害者雇用状況を
毎年労働局が確認します。

また、認定申請内容の更新情
報を一部報告いただく場合が
あります（誓約した場合に限
ります）。

⑤認定

書面審査および実施確認の結
果、申請書類の内容に不足や
不備等がある場合には、補正
を指示する場合があります。

④申請内容の補正
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雇用調整助成金を不正に受給した事業主の公表について 

 

宮崎労働局（局長 吉越 正幸）は、今般、下記事業主について、雇用調

整助成金を不正に受給したことを確認しましたので、公表します。 

 

記 

事 業 主 

名 称 有限会社 金丸しろあり工務所 

代表者氏名 取締役 金丸 正 

事 業 所 

名 称 有限会社 金丸しろあり工務所 

所 在 地 宮崎県宮崎市神宮１丁目 221 番地５ 

事業の概要 その他の事業サービス業 

不正受給の概要 

助 成 金 名 雇用調整助成金 

金 額 
（返還状況） 

4,836,050 円 

（納付計画策定中） 

支給決定等 

取消年月日 
令和８年４月８日 

内 容 

生産量要件を満たしていないにもかかわらず

満たしているとする虚偽の売上高等を記載し

た申請書類を作成のうえ申請を行い、雇用調

整助成金を不正に受給したもの。 

 

宮崎労働局発表 

令和８年５月 29日 【照会先】 

宮崎労働局職業安定部 

職 業 対 策 課 長 平田 康広 

職業対策課長補佐 野元 靖史 

事業所給付監査官 徳永 圭輔 

（電 話 ）0985-62-3125 



第１１１号 ＧＯＧＯ！宮崎労働局 令和８年６月１日

発行：宮崎労働局
宮崎市橘通東3-1-22
宮崎合同庁舎
TEL0985(38)8821

令和８年４月統計
【 労働災害発生状況 】 死亡災害０件、死傷災害３０７件

（年計・コロナ感染症を除く休業4日以上の死傷災害）
【 有 効 求 人 倍 率 】  １．１８倍

宮崎労働局HP

「宮崎労働局の重点施策」
～令和８年度 宮崎労働局行政運営方針～

宮崎労働局では、県内の労働基

準監督署（４署）・ハローワーク

（７所）と一体となり、「地域に

おける労働行政の総合的機関」と

して、雇用の安定及び誰もが健康

で働きやすい職場などの実現を目

指すとともに、「労働分野におけ

る専門家集団」として、仕事を探

している方、仕事で悩んでいる方、

人材を必要とする企業などに寄り

添い、求められるサービスの提供

を通じて、県民の生活の安定と、

地域経済・社会の発展に取り組

んでいます。

第１ 最低賃金･賃金の引上げに

向けた支援、非正規雇用労働者

への支援

➣ 最低賃金・賃金の引上げに向け

た支援の推進等

➣ 非正規雇用労働者の処遇改善等

第２ リ・スキリング、ジョブ型

人事（職務給）の導入、労働移

動の円滑化

➣ リ・スキリングによる能力向上

支援

➣ 成長分野等への労働移動の円滑

化

第4 多様な人材の活躍促進と職

場環境改善に向けた取組

➣ 多様な人材の活躍促進

➣ 女性活躍推進に向けた取組促進

➣ 総合的なハラスメント防止対策

➣ 仕事と育児・介護の両立支援

➣ 多様な働き方の実現に向けた環

境整備、フリーランスの就業環境の

整備

➣ 安全で健康に働くことができる

環境づくり

➣ 労働保険の未手続事業の解消と

保険料収納率の維持・向上

第３ 人手不足対策

➣ 医療・福祉ささえる求人充足プ

ロジェクト等

➣ 医療・介護・保育分野以外の分

野における人手不足対策等

また、宮崎労働局は、「令和８

年度宮崎労働局の重点施策（行政

運営方針）」を定め、県内関係機

関等との連携を通じて持続的な賃

金引き上げに向けた機運の醸成等

を図るとともに、働く方々のニー

ズに応じた多様で柔軟な働き方の

選択、多様な人材の活躍促進を通

じた魅力ある職場づくり、教育訓

練等学びの場の充実、医療・介

護・保育分野における人材確保へ

の支援をはじめとした人手不足対

策、成長分野への円滑な労働移動

や地域雇用の活性化などの施策を

展開してまいります。

主な取組み
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墜落・転落による
死亡災害が多数を占める状況

昨年、宮崎県内で労働災害に

より亡くなられた方は10人で前

年より４人減少しました。業種

別では、建設業が４人で最多、

運輸交通業、第３次産業（商業、

警備業）でそれぞれ２人、農業、

林業、でそれぞれ１人となって

います。災害の特徴として、建

設現場における重機運転中の高

所からの転落による災害が２件、

高所作業場所からの墜落による

災害が２件と、墜落・転落によ

る死亡災害が多数を占める状況

となっております。

宮崎労働局におきましては、

墜落・転落により命を失ったり、

負傷したりする災害が跡を絶た

ないことから、令和５年度に

「第14次労働災害防止推進計

画」を５か年計画で策定し、４

年目となる今年度においても、

県内すべての労働者が安全で健

康に働くことができる職場環境

の実現に向け、労働災害防止対

策を積極的に展開します。

全国安全週間
準 備 期 間

（６月１日～３０日）
【令和８年度スローガン】

「多様な人材 全員参加
みんなで育てる安全職場」

労働者派遣事業報告書の提出
（提出期日6月30日）

< 提出期限 >
○労働者派遣事業報告書（年度報告）（6月1日現在の状
況報告）※入力補助機能付きの様式を推奨しております。
→ 令和８年６月１日(月）から、令和８年６月３０日
（火）まで
（※郵送の場合には、６月３０日必着）
〈 提出部数 〉・正本1通・写し2通
〈 添付資料 〉
〇労使協定書の写し2通（※労使協定方式を採用してい
る事業主(所)のみ必要）
〇社内規定の写し2通（※労使協定が就業規則や賃金規
定等を参照している場合、その該当箇所の写し）
〇協定対象派遣労働者の賃金の額に関する確認書（令和
8年4月1日が締結期間途中である場合）
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